
木材広域総合情報整備事業（継続）

【平成21年度予算額 ８３，８５４（１０２，４３８）千円】
事業のポイント
地域における安定した木材需給体制の確立に向け、国内外の木材需給動

向の情報収集等に対して支援をします。

・ 平成19年の木材（用材）自給率は22.6％であり、前年比2.3ポイント上昇
・ 用材の総需要量は8,237万ｍ3であり、前年比5.1％減少
・ 国産材の６割は製材用であり、製材の自給率は39.3％
・ 小規模かつ分散的で多段階となっている国産材の流通については、品質、性能、
量など需要者のニーズに的確かつ迅速で安定的に対応できるように流通構造の改革
が必要

政策目標
効率的な地域材流通に必要な情報システムモデルを構築し、全国に普及

＜内容＞
１．木材情報システムの構築
① 地域材流通の各段階の乾燥材供給者等に関するデータベース及び検索システ

ムの整備・公開に対して助成を行います。

② 広域情報ネットワークシステムの開発・普及、システムの実証試験、立木公

開市場の調査・分析及び積算ソフトの開発・研修に対して助成を行います。

【地域材情報高度化整備促進事業 ４４，０７３(６０，５６３）千円】

２．広域に渡る情報の収集・分析及び提供による木材需給の安定
川下（需要者）や川上（供給者）の需給動向、地域材の価格動向等の情報を

収集、分析及び提供するとともに、供給者と需要者間の情報交換等の推進により、

地域における木材の円滑な流通及び木材需給の安定を図ります。

【広域木材情報収集提供事業 ３９，７８１(４１，８７５）千円】

＜補助率＞
定額

＜事業実施主体＞
民間団体

＜事業実施期間＞
平成１８年度～２２年度（５年間）

［担当課：林野庁木材利用課、木材産業課、計画課］


